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１．予算編成のポイント１．予算編成のポイント１．予算編成のポイント１．予算編成のポイント

『『『『長期総合計画の実現長期総合計画の実現長期総合計画の実現長期総合計画の実現』』』』 とととと 『『『『財政の健全化財政の健全化財政の健全化財政の健全化』』』』 の両立の両立の両立の両立

○『○『○『○『未来に羽ばたく元気な和歌山未来に羽ばたく元気な和歌山未来に羽ばたく元気な和歌山未来に羽ばたく元気な和歌山』』』』の実現に向けての実現に向けての実現に向けての実現に向けて

に重点的な予算措置に重点的な予算措置に重点的な予算措置に重点的な予算措置

○○○○新行財政改革推進プラン（改定版）新行財政改革推進プラン（改定版）新行財政改革推進プラン（改定版）新行財政改革推進プラン（改定版）（平成２４年度～２８年度）（平成２４年度～２８年度）（平成２４年度～２８年度）（平成２４年度～２８年度）に基づきに基づきに基づきに基づき

①収支不足額をプランどおり堅持①収支不足額をプランどおり堅持①収支不足額をプランどおり堅持①収支不足額をプランどおり堅持

②財調・県債管理基金について、プラン以上の残高を確保②財調・県債管理基金について、プラン以上の残高を確保②財調・県債管理基金について、プラン以上の残高を確保②財調・県債管理基金について、プラン以上の残高を確保

持続可能な財政構造の確立のため持続可能な財政構造の確立のため持続可能な財政構造の確立のため持続可能な財政構造の確立のため

「安全と安心」の政策「安全と安心」の政策「安全と安心」の政策「安全と安心」の政策 「未来への投資」の政策「未来への投資」の政策「未来への投資」の政策「未来への投資」の政策

１



２．予算の全体像２．予算の全体像２．予算の全体像２．予算の全体像

予算規模予算規模予算規模予算規模

歳歳歳歳 出出出出 ５，８７２億円５，８７２億円５，８７２億円５，８７２億円

（対前年度＋１９０億円、＋３．３％）（対前年度＋１９０億円、＋３．３％）（対前年度＋１９０億円、＋３．３％）（対前年度＋１９０億円、＋３．３％）

歳歳歳歳 入入入入 ５，８７２億円５，８７２億円５，８７２億円５，８７２億円

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、
端数において合計とは一致しない場合がある。

収支不足額収支不足額収支不足額収支不足額

歳出歳入差引歳出歳入差引歳出歳入差引歳出歳入差引 ０（前年度６億円）０（前年度６億円）０（前年度６億円）０（前年度６億円）

財政調整基金残高（H27末見込） ４１億円

県債管理基金残高（H27末見込）１７７億円

※※※※改定プランの想定：平成改定プランの想定：平成改定プランの想定：平成改定プランの想定：平成27272727年度末年度末年度末年度末 両基金残高計両基金残高計両基金残高計両基金残高計 １８５億円１８５億円１８５億円１８５億円

5,1795,1795,1795,179

5,1125,1125,1125,112

5,2295,2295,2295,229

5,3455,3455,3455,345
5,4275,4275,4275,427

5,7485,7485,7485,748
5,6725,6725,6725,672 5,6815,6815,6815,681

5,8725,8725,8725,872
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（億円）

Ｈ１９Ｈ１９Ｈ１９Ｈ１９ Ｈ２０Ｈ２０Ｈ２０Ｈ２０ Ｈ２１Ｈ２１Ｈ２１Ｈ２１ Ｈ２２Ｈ２２Ｈ２２Ｈ２２ Ｈ２３Ｈ２３Ｈ２３Ｈ２３ Ｈ２４Ｈ２４Ｈ２４Ｈ２４ Ｈ２５Ｈ２５Ｈ２５Ｈ２５ Ｈ２６Ｈ２６Ｈ２６Ｈ２６ Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７Ｈ２７

予算規模の推移

新政策の推進にむけた積極的な予算新政策の推進にむけた積極的な予算新政策の推進にむけた積極的な予算新政策の推進にむけた積極的な予算措置措置措置措置

■■■■歳出規模の確保歳出規模の確保歳出規模の確保歳出規模の確保 ５，８７２億円（＋１９０億円）５，８７２億円（＋１９０億円）５，８７２億円（＋１９０億円）５，８７２億円（＋１９０億円）

・新政策関連予算の確保

・国体運営や社会保障関係費の確保

■強靱な県土づくり■強靱な県土づくり■強靱な県土づくり■強靱な県土づくり １，２４６億円１，２４６億円１，２４６億円１，２４６億円（（（（ ＋＋＋＋６７億円）６７億円）６７億円）６７億円）

・防災・減災対策やインフラ整備の推進のための予算を充実

２１８億円２１８億円２１８億円２１８億円

２



３．歳入のポイント（自主財源、依存財源）

◆自主財源◆自主財源◆自主財源◆自主財源 ２，４１１億円２，４１１億円２，４１１億円２，４１１億円 （対前年度 ＋８８億円、構成比４１．１％《㉖ ４０．９％》）

県 税 ９２６億円（対前年度 ＋９７億円、＋１１．７％）

諸 収 入 ９２７億円（対前年度△１０１億円、 △９．８％）

そ の 他 ５５８億円（対前年度 ＋９２億円、＋１９．８％）

※※※※その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金）その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金）その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金）その他（地方消費税清算金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金）

◆依存財源◆依存財源◆依存財源◆依存財源 ３，４６１億円３，４６１億円３，４６１億円３，４６１億円 （対前年度 ＋１０２億円、構成比５８．９％《㉖ ５９．１％》）

地 方 交 付 税 １，６０７億円（対前年度 ＋１６億円、 ＋１．０％）

国 庫 支 出 金 ７７４億円（対前年度 ＋５２億円、 ＋７．２％）

県 債 ８９９億円（対前年度 ＋３７億円、 ＋４．３％）

※※※※うち臨時財政対策債うち臨時財政対策債うち臨時財政対策債うち臨時財政対策債 ２６０億円２６０億円２６０億円２６０億円 （対前年度△８０億円、△２３．５％）（対前年度△８０億円、△２３．５％）（対前年度△８０億円、△２３．５％）（対前年度△８０億円、△２３．５％）

そ の 他 １８０億円（対前年度 △３億円、 △１．５％）

※※※※その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金）その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金）その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金）その他（地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金）

5,8725,427 5,748 5,672 5,681

41.1%

58.9%

３



（１）県税収入

主な税目の状況主な税目の状況主な税目の状況主な税目の状況

・個人県民税・個人県民税・個人県民税・個人県民税 ２９２億円２９２億円２９２億円２９２億円

（対前年度 ＋３億円、 ＋１．１％）

・法人二税・法人二税・法人二税・法人二税 １７４億円１７４億円１７４億円１７４億円

（対前年度＋１５億円、 ＋９．７％）

・自動車税・自動車税・自動車税・自動車税 １１２億円１１２億円１１２億円１１２億円

（対前年度 △１億円、 △１．１％）

・地方消費税・地方消費税・地方消費税・地方消費税 ２２５億円２２５億円２２５億円２２５億円

（対前年度＋７５億円、＋５０．３％）

・軽油引取税・軽油引取税・軽油引取税・軽油引取税 ６０億円６０億円６０億円６０億円

（対前年度 ＋０億円、 ＋０．３％）

・その他・その他・その他・その他 ６３億円６３億円６３億円６３億円

（不動産取得税、自動車取得税、個人事業税ほか）

（対前年度 ＋４億円、 ＋６．８％）

○県税収入○県税収入○県税収入○県税収入 ９２６億円（対前年度＋９７億円、＋１１．７％）

景気回復等により、法人事業税、地方消費税が増収

801 788
830

926

790

４

個人県民税

法人二税

自動車税

地方消費税

軽油＋その他

県税収入予算額の推移（億円）



（２）地方交付税・臨時財政対策債

○地方交付税・臨時財政対策債○地方交付税・臨時財政対策債○地方交付税・臨時財政対策債○地方交付税・臨時財政対策債 １，８６７億円１，８６７億円１，８６７億円１，８６７億円

（対前年度△６４億円、△３．３％）

1,611

400

1,642

370

1,601

360

1,591

340

1,607

260

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（億円）

H23 H24 H25 H26 H27

地方交付税及び臨時財政対策債の状況

臨時財政対策債

地方交付税

2,011 2,012 1,961 1,931

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税 １，６０７億円１，６０７億円１，６０７億円１，６０７億円

（対前年度＋１６億円、＋１．０％）

※地方消費税や法人二税の増等により、実質的な交付税（地方交付税＋臨時財政対策債）は減

臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債 ２６０億円２６０億円２６０億円２６０億円

（対前年度△８０億円、△２３．５％）

５

1,867



（３）県債（県債残高）

○県債（臨時財政対策債除き）○県債（臨時財政対策債除き）○県債（臨時財政対策債除き）○県債（臨時財政対策債除き） ６３９６３９６３９６３９億円億円億円億円

（対前年度＋１１７億円、＋２２．４％）
・通常債 ４９９億円（対前年度＋８２億円、＋１９．８％）

・行政改革推進債 ５８億円（対前年度＋１０億円、＋２０．９％）

・退職手当債 ８３億円（対前年度＋２５億円、＋４２．３％）

◎県債依存度 １０．９％（対前年度＋１．７％)

○県債残高○県債残高○県債残高○県債残高

平成２７年度末残高（見込）平成２７年度末残高（見込）平成２７年度末残高（見込）平成２７年度末残高（見込） １兆１兆１兆１兆２８５２８５２８５２８５億円億円億円億円
（㉖末残高（見込） ９，９９３億円、＋２９２億円、＋２．９％）

468

591

516 522

※※※※臨時財政対策債含みでは臨時財政対策債含みでは臨時財政対策債含みでは臨時財政対策債含みでは ８９９８９９８９９８９９億円億円億円億円
（対前年度＋３７億円、＋４．３％）

◎県債依存度 １５．３％（対前年度＋０．１％）

※通常債残高は、国経済対策分の補正予算債等が増加要因。

※平成１３年度から発行している臨時財政対策債の残高が引き続き増加。

（平成２７年度末残高（見込）３，６０４億円）

10,285

8,981
9,396 9,706 9,993

臨財債除きで、県民一人あたり ６６万円 ６



（４）基金繰入金、その他の歳入

○基金繰入金○基金繰入金○基金繰入金○基金繰入金 １７０億円１７０億円１７０億円１７０億円（対前年度△３９億円、△１８．５％）

特定目的基金の有効活用

〔主な基金の繰入額〕
・国体･障害者スポーツ大会運営基金 ５１億円（対前年度＋４１億円）
・地域振興基金 ３６億円（対前年度△６３億円）
・地域医療介護総合確保基金 １１億円（対前年度 皆 増 ）
・地域グリーンニューディール基金 ７億円（対前年度 ＋３億円）
・緊急雇用創出事業臨時特例基金 ６億円（対前年度△１２億円）

（単位：億円）
Ｈ２５末
残高

Ｈ２６末見込
（２月補正後）

Ｈ２７
取崩

Ｈ２７末
見込

財政調整基金 41 41 － 41

県債管理基金 177 177 － 177

計 218 218 － 218

※財政調整基金及び県債管理基金の状況

○その他の歳入○その他の歳入○その他の歳入○その他の歳入 ２，２７０億円２，２７０億円２，２７０億円２，２７０億円

（対前年度＋７９億円、＋３．６％）

〔主なもの〕

諸収入 ９２７億円（△１０１億円）

国庫支出金 ７７４億円（ ＋５２億円）

地方消費税清算金 ３０１億円（＋１１８億円）

地方譲与税 １７４億円（ △３億円）

ほか

基金残高基金残高基金残高基金残高

（一般会計所管の基金総額見込）

Ｈ２６末 ８０３億円

⇒⇒⇒⇒ Ｈ２７末Ｈ２７末Ｈ２７末Ｈ２７末 ６５７億円６５７億円６５７億円６５７億円

７



４．歳出のポイント（義務的経費、政策的経費）

◆義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費 ２，３０３億円２，３０３億円２，３０３億円２，３０３億円（対前年度 ＋６億円、＋０．３％、構成比３９．２％）

人 件 費 １，４０６億円（対前年度△１６億円、 △１．１％） ※附属機関の委員報酬等を除き１，３８９億円

公 債 費 ７３２億円（対前年度 ＋７億円、 ＋０．９％）

扶 助 費 １６４億円（対前年度＋１５億円、＋１０．２％）

◆政策的経費◆政策的経費◆政策的経費◆政策的経費 ３，５６９億円３，５６９億円３，５６９億円３，５６９億円（対前年度＋１８４億円、＋５．４％、構成比６０．８％）

投資的経費 １，２４６億円（対前年度 ＋６７億円、＋５．７％）

そ の 他 ２，３２３億円（対前年度＋１１７億円、＋５．３％）

（補助費等、積立金、貸付金、維持補修費・繰出金等）

1,526

726

124

1,055

1,996

1,468

725

127

1,269

2,159

1,434

733

130

1,144

2,231

1,422

726

149

1,178

2,206

1,406

732

164

1,246

2,323

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

(億円）

H23 H24 H25 H26 H27

その他

投資的経費

扶助費

公債費

人件費

5,427 5,748 5,672 5,681 5,872

投資的経費

扶助費

公債費

人件費

８

その他



（１）人件費

○人○人○人○人 件件件件 費費費費 １，４０６億円１，４０６億円１，４０６億円１，４０６億円（対前年度△１６億円、△１．１％）

経常人件費（一般職）経常人件費（一般職）経常人件費（一般職）経常人件費（一般職） １，２００億円（対前年度△１５億円、△１．３％）

定数削減等による減少

職員定数 △６５人（教育△８７人、警察＋２２人）削減により△５億円

退退退退 職職職職 手手手手 当当当当 １６３億円（対前年度△０億円、△０．６％）

1,406

1,526

1,468

1,434 1,422

９



（２）公債費

○公○公○公○公 債債債債 費費費費 ７３２億円７３２億円７３２億円７３２億円（対前年度＋７億円、＋０．９％）

臨時財政対策債・災害復旧事業債等の償還増

732726 725 733 726

１０



（３）投資的経費

普通建設補助普通建設補助普通建設補助普通建設補助 ７３０億円
（対前年度＋１０３億円、＋１６．５％）

大規模建築物の耐震化促進 ＋７５億円

道路改良 ＋１４億円

普通建設単独普通建設単独普通建設単独普通建設単独 ２３５億円
（対前年度△６１億円、△２０．６％）

校舎等増改築 △１２億円

観光トイレ整備補助 △７億円

田辺警察署庁舎新築 △５億円

仙渓学園改築整備 △５億円

直轄負担金直轄負担金直轄負担金直轄負担金 ２０２億円
（対前年度＋４４億円（災害除く）、＋２７．６％）

直轄道路事業負担金 ＋３９億円

国営事業等負担金 ＋５億円

災害復旧災害復旧災害復旧災害復旧 ７８億円
（対前年度△１９億円、△１９．４％）

※台風１２号関連 △４３億円

658

248

93

56

752

251

138

128

624

243

144

134

627

296

158

97

730

235

202

78

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

（億円）

H23 H24 H25 H26 H27

投資的経費の推移

普通建設補助 普通建設単独 国直轄 災害復旧

○投資的経費○投資的経費○投資的経費○投資的経費 １，２４６億円１，２４６億円１，２４６億円１，２４６億円（対前年度＋６７億円、＋５．７％）

強靭な県土づくり（防災・減災対策やインフラ整備）に注力した予算措置

1,055

1,269

1,144
1,178

１１

1,246



（４）その他の歳出

○その他○その他○その他○その他 ２，３２３億円２，３２３億円２，３２３億円２，３２３億円（対前年度＋１１７億円、＋５．３％）

うち 補 助 費 等 １，２６２億円（対前年度＋１９８億円、＋１８．６％）

積 立 金 ２４億円（対前年度 ＋２億円、＋１０．５％）

貸 付 金 ８５７億円（対前年度 △８８億円、 △９．３％）

維持補修費・繰出金等 １８０億円（対前年度 ＋５億円、 ＋３．０％）

〔〔〔〔主な増減要因主な増減要因主な増減要因主な増減要因〕〕〕〕

補補補補 助助助助 費費費費 等等等等
○紀の国わかやま国体・大会の開催準備

６６億円（対前年度 ＋５５億円）
○諸支出金（地方消費税清算金等）

３８９億円（対前年度＋１４２億円）

積積積積 立立立立 金金金金

○地域医療介護総合確保基金
１１億円（対前年度 皆 増）

○子育て支援対策臨時特例基金
０億円（対前年度△６億円※皆減）

貸貸貸貸 付付付付 金金金金
○中小企業融資制度実施

８３２億円（対前年度△８８億円）

1,053

18

749

176

1,029

21

934

175

1,014

83

957

177

1,064

22

945

175

1,262

24

857

180

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（億円）

H23 H24 H25 H26 H27

その他の歳出の推移

補助費等 積立金 貸付金 維持補修費・繰出金等

1,988
2,159

2,231 2,206

１２

2,323



５．社会保障と税の一体改革による影響社会保障と税の一体改革による影響社会保障と税の一体改革による影響社会保障と税の一体改革による影響

＜参考＜参考＜参考＜参考> > > > 社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース）社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース）社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース）社会保障と税の一体改革による影響（県負担額ベース）

地方消費税の引上げによる増収分については、全て社会保障費の財源として活用

【歳入】 ６６億円

地方消費税の引上げによる税収等の増 ６６億円

【歳出】 ６６億円

○社会保障の充実 ２０億円

・子ども・子育て支援の推進等 ２．５億円

・低所得者の国民健康保険料の軽減 ４．５億円

・市町村国民健康保険に対する財政支援の強化 ４．５億円

・難病患者等に係る安定的制度の確立 ２億円 など

○消費税増税に伴う社会保障費の増（診療報酬・介護報酬改定等） ５億円

○社会保障の安定化（自然増等） ４１億円

１３



６．財政収支見通し６．財政収支見通し６．財政収支見通し６．財政収支見通し（平成２７年度当初予算反映後）（平成２７年度当初予算反映後）（平成２７年度当初予算反映後）（平成２７年度当初予算反映後）

（試算の条件）
○平成２７年度当初予算案をベースとして、内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」等により一定の条件を仮定し、伸び率
を乗じるなどして機械的に試算。

○現時点で判明している状況を基に試算したものであり、国の財政運営の動向や今後の経済情勢などにより大幅に変わりうる。
○本収支見通しは、毎年、当初予算編成時に更新する。

１４

（億円）
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度

当初予算額 当初予算額 当初予算額 当初予算額 見 　込　 額

 歳　　　　　　　　　　　出　　（Ａ） 5,748 5,672 5,681 5,872 5,557

1,457 1,421 1,405 1,389 1,361

経常人件費 1,260 1,252 1,222 1,207 1,187

退職手当 177 150 163 163 155

726 733 726 732 778

1,269 1,144 1,178 1,246 992

2,295 2,375 2,371 2,505 2,426

社会保障関係経費 506 512 529 577 589

 歳　　　　　　　　　　　入　　（Ｂ） 5,676 5,567 5,569 5,731 5,458

801 788 830 926 948

2,012 1,961 1,931 1,867 1,848

770 842 722 774 706

536 420 416 499 407

1,557 1,555 1,670 1,665 1,548

72 105 112 140 99

37 56 58 83

18 40 48 58 58

17 9 6 ▲ 0 41

200 208 212 218 177

※表示未満四捨五入の関係で、合計が一致しない箇所あり

その他支出

県　　税

地方交付税・臨時財政対策債

国庫支出金

県　　債（臨財債・退手債・行革債を除く）

その他収入

人　件　費

公　債　費

投資的経費

財調・県債管理基金年度末残高（見込）

退手債・行革債発行前の収支不足額 （Ａ）-（Ｂ）　【１】

退手債発行予定額　【２】

行革債発行予定額　【３】

最終収支不足額　（【１】-【２】-【３】）


